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国　税／�給与所得者の年末調整�

� 今年最後の給与を支払う時

国　税／�給与所得者の扶養控除等（異動）申告書�

及び保険料控除申告書の提出� �

� 今年最後の給与を支払う前日

国　税／�11月分源泉所得税の納付� 12月10日

国　税／�10月決算法人の確定申告�

（法人税・消費税等）� 1月4日

国　税／�4月決算法人の中間申告� 1月4日

国　税／�1月、4月、7月決算法人の消費税の中間申告�

（年3回の場合）� 1月4日

地方税／�固定資産税・都市計画税（第3期分）の納付

� 市町村の条例で定める日

労　務／�健康保険・厚生年金保険被保険者賞与支払

届� 支払後5日以内

12 2012（平成24年）

退職所得の個人住民税の10％税額控除の廃止　個人住民税は、前年の所得に対し翌年
に課税されますが、退職所得に関しては、他の所得と分離して退職所得の発生した年に課税
されています。この特殊性のため、退職所得の個人住民税から10％税額控除する措置がとら
れていましたが、平成25年1月1日以後に支払われる退職手当等からこの措置が廃止されます。
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12月号─2

　

公
的
年
金
に
加
入
し
て
い
る
間
に

ケ
ガ
や
病
気
（
傷
病
）
に
な
り
、
そ

の
初
診
日
（
初
め
て
医
師
ま
た
は
歯

科
医
師
の
診
療
を
受
け
た
日
）
か
ら

一
年
六
カ
月
を
経
過
し
た
障
害
認
定

日
（
そ
の
期
間
内
に
傷
病
が
治
っ
た

（
そ
の
症
状
が
固
定
し
治
療
の
効
果

が
期
待
で
き
な
い
状
態
を
い
う
）
と

き
は
、
そ
の
治
っ
た
日
）
に
、
一
定

の
障
害
等
級
に
該
当
す
る
障
害
の
状

態
に
な
っ
た
と
き
に
は
障
害
給
付
が

行
わ
れ
ま
す
。

　

た
だ
し
、
初
診
日
の
前
日
に
お
い

て
、
初
診
日
の
属
す
る
月
の
前
々
月

ま
で
の
間
に
国
民
年
金
の
被
保
険
者

期
間
が
あ
る
場
合
は
、
一
定
の
保
険

料
を
納
付
し
て
い
る
こ
と
が
要
件
で

す
。
な
お
、
障
害
認
定
日
は
、
医
師

等
の
意
見
に
基
づ
き
決
定
さ
れ
ま
す

の
で
、
同
じ
よ
う
な
症
状
で
も
異
な

る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

　

初
診
日
に
国
民
年
金
の
被
保

険
者
で
あ
っ
た
場
合

　

一
五
年
間
厚
生
年
金
保
険
に
加
入

し
た
者
（
無
職
の
妻
と
中
学
生
の
子

供
が
二
人
い
る
）
が
離
職
し
、
国
民

年
金
に
加
入
直
後
に
負
っ
た
ケ
ガ
が

原
因
で
二
級
の
障
害
者
と
認
定
さ
れ

た
場
合
、
ど
の
よ
う
な
給
付
が
受
け

ら
れ
る
の
で
す
か
。

　

厚
生
年
金
保
険
に
は
一
五
年

間
加
入
し
て
い
ま
す
が
、
初
診
日
が

国
民
年
金
に
加
入
中
に
あ
り
ま
す
の

で
、
給
付
は
国
民
年
金
（
二
級
の
障

害
基
礎
年
金
（
満
額
の
老
齢
基
礎
年

金
と
同
額
。
以
下
同
じ
）
と
子
の
加

算
額
）
か
ら
支
給
さ
れ
ま
す
。

　

反
対
に
、
一
五
年
間
国
民
年
金
に

加
入
し
た
者
が
就
職
し
、
厚
生
年
金

保
険
に
加
入
し
た
直
後
の
ケ
ガ
が
原

因
で
障
害
者
と
な
っ
た
場
合
に
は
、

障
害
厚
生
年
金
（
被
保
険
者
期
間
は

二
五
年
分
と
し
て
計
算
さ
れ
る
）、
障

害
基
礎
年
金
、
配
偶
者
の
加
給
年
金

額
、子
の
加
算
額
が
支
給
さ
れ
ま
す
。

　

海
外
か
ら
帰
国
直
後
に
障
害

者
に
な
っ
た
と
き

　

海
外
留
学
か
ら
帰
国
直
後
に
ケ
ガ

を
し
、
障
害
者
と
認
定
さ
れ
た
二
五

歳
の
女
性
で
す
。
私
は
国
民
年
金
に

加
入
し
た
こ
と
が
な
い
の
で
す
が
、

給
付
は
行
わ
れ
る
の
で
す
か
。

　

障
害
給
付
を
受
け
る
に
は
、

そ
の
傷
病
の
初
診
日
の
前
日
に
お
い

て
、
そ
の
初
診
日
の
属
す
る
月
の

前
々
月
ま
で
に
国
民
年
金
の
被
保
険

者
期
間
（
二
〇
歳
〜
六
〇
歳
）
が
あ

る
場
合
は
、
そ
の
期
間
の
う
ち
保
険

料
納
付
済
期
間
と
保
険
料
免
除
期
間

と
を
合
算
し
た
期
間
が
被
保
険
者
期

間
の
三
分
の
二
以
上
あ
る
こ
と
、
ま

た
は
直
近
の
一
年
間
に
保
険
料
の
滞

納
が
な
い
こ
と
の
う
ち
い
ず
れ
か
の

要
件
を
満
た
し
て
い
な
け
れ
ば
な
り

ま
せ
ん
。

　

た
だ
し
、
こ
の
保
険
料
納
付
要
件

は
、
海
外
か
ら
帰
国
直
後
の
よ
う
に

国
民
年
金
の
加
入
が
任
意
で
あ
る
場

合
や
二
〇
歳
に
達
し
た
直
後
に
初
診

日
が
あ
る
場
合
は
、
保
険
料
納
付
要

件
は
問
わ
れ
ま
せ
ん
。
障
害
認
定
日

に
一
級
ま
た
は
二
級
の
障
害
者
と
認

定
さ
れ
れ
ば
、
障
害
基
礎
年
金
が
支

給
さ
れ
ま
す
。

　

六
〇
歳
以
上
六
五
歳
未
満
の

間
に
障
害
者
に
な
っ
た
と
き

　

六
〇
歳
の
定
年
後
に
障
害
者
に
な

っ
た
と
き
も
給
付
は
受
け
ら
れ
る
の

で
す
か
。

　

日
本
国
内
に
住
所
を
有
し
て

い
る
六
〇
歳
以
上
六
五
歳
未
満
の
者

が
、
そ
の
間
の
ケ
ガ
や
病
気
が
原
因

で
、
障
害
認
定
日
に
障
害
等
級
一
級

ま
た
は
二
級
の
障
害
者
と
認
定
さ
れ

た
場
合
は
、
国
民
年
金
か
ら
給
付
が

行
わ
れ
ま
す
。

　

た
だ
し
、
六
四
歳
ま
で
特
別
支
給

の
老
齢
厚
生
年
金
を
受
け
る
場
合
は
、

障
害
基
礎
年
金
と
は
選
択
受
給
と
な

り
ま
す
。

　

障
害
者
を
雇
い
入
れ
た
と
き

　

障
害
者
を
正
社
員
と
し
て
雇
い
入

れ
た
と
き
、
現
在
障
害
者
本
人
に
支

給
さ
れ
て
い
る
年
金
は
受
け
ら
れ
な

く
な
る
の
で
す
か
。

　

正
社
員
（
厚
生
年
金
保
険
の

被
保
険
者
）
と
な
っ
て
も
、
障
害
年

金
は
給
与
と
の
調
整
が
あ
り
ま
せ
ん

の
で
、
引
き
続
き
全
額
支
給
さ
れ
ま

障
害
者
へ
の
保
険
給
付
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3─12月号

す
。

　

ま
た
、
厚
生
年
金
保
険
に
加
入
し

た
期
間
は
、
当
然
将
来
の
老
齢
年
金

に
反
映
さ
れ
ま
す
。

　

障
害
年
金
の
受
給
者
が
六
〇

歳
以
後
も
就
労
す
る
と
き

　

障
害
年
金
の
受
給
者
が
、
厚
生
年

金
保
険
の
被
保
険
者
と
し
て
六
〇
歳

以
後
も
就
労
す
る
と
き
に
は
、
老
齢

年
金
も
支
給
さ
れ
る
の
で
す
か
。

　

六
〇
歳
に
な
る
と
、
六
四
歳

ま
で
は
特
別
支
給
の
老
齢
厚
生
年
金

が
支
給
さ
れ
ま
す
が
、
現
在
受
給
中

の
障
害
年
金
と
は
選
択
受
給
と
な
り

ま
す
。

　

こ
こ
で
注
意
し
た
い
点
は
、
老
齢

年
金
は
、
厚
生
年
金
保
険
の
加
入
期

間
に
応
じ
て
支
給
さ
れ
ま
す
が
、
給

与
額
（
標
準
報
酬
月
額
）
に
よ
り
在

職
支
給
停
止
が
あ
る
こ
と
で
す
。

　

一
方
の
障
害
年
金
は
、
老
齢
年
金

の
よ
う
に
給
与
と
の
調
整
は
あ
り
ま

せ
ん
が
、
障
害
厚
生
年
金
に
つ
い
て

は
、
障
害
認
定
日
後
の
被
保
険
者
期

間
は
年
金
額
に
反
映
さ
れ
ま
せ
ん
の

で
、
金
額
は
生
涯
変
わ
り
ま
せ
ん
。

　

選
択
に
当
た
っ
て
は
、
年
金
事
務

所
に
相
談
す
る
と
よ
い
で
し
ょ
う
。

　

六
五
歳
以
後
の
年
金
額

　

六
五
歳
以
後
は
、
六
五
歳
前
と
給

付
内
容
が
異
な
る
の
で
す
か
。

　

障
害
基
礎
年
金
に
つ
い
て
は
、

六
五
歳
以
降
、
老
齢
厚
生
年
金

ま
た
は
遺
族
厚
生
年
金
と
の
併
給
が

可
能
と
な
り
、選
択
肢
が
増
え
ま
す
。

　

こ
れ
は
、
厚
生
年
金
保
険
の
被
保

険
者
期
間
が
短
か
っ
た
り
、
国
民
年

金
の
保
険
料
の
免
除
期
間
（
一
級
、

二
級
障
害
は
保
険
料
が
全
額
免
除
）

が
あ
れ
ば
老
齢
基
礎
年
金
は
低
く
な

り
ま
す
の
で
、
定
額
で
支
給
さ
れ
る

障
害
基
礎
年
金
の
ほ
う
が
、
保
険
料

を
支
払
っ
た
期
間
に
応
じ
て
支
給
さ

れ
る
老
齢
基
礎
年
金
よ
り
高
額
に
な

る
た
め
、
障
害
基
礎
年
金
を
選
択
す

る
ケ
ー
ス
が
多
く
、
保
険
料
を
納
付

し
た
こ
と
が
年
金
額
に
反
映
さ
れ
に

く
い
と
指
摘
さ
れ
た
こ
と
か
ら
、
障

害
を
有
し
な
が
ら
働
い
た
こ
と
を
評

価
す
る
し
く
み
に
改
め
ら
れ
た
も
の

で
す
。

　

障
害
者
と
な
っ
た
場
合
、
厚
生
年

金
保
険
の
被
保
険
者
期
間
は
二
五
年

と
み
な
し
て
年
金
額
が
計
算
さ
れ
ま

す
が
、
障
害
認
定
日
後
は
被
保
険
者

と
し
て
保
険
料
を
納
付
し
て
も
、
そ

の
期
間
は
障
害
厚
生
年
金
に
は
反
映

さ
れ
な
い
た
め
、
障
害
厚
生
年
金
よ

り
老
齢
厚
生
年
金
の
ほ
う
が
高
額
に

な
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

　

六
五
歳
に
な
る
前
に
、
年
金
事
務

所
に
相
談
す
る
と
よ
い
で
し
ょ
う
。

　

仕
事
中
ま
た
は
通
勤
途
中
の

傷
病

　

障
害
と
な
っ
た
原
因
が
、
仕
事
中

ま
た
は
通
勤
途
中
で
あ
る
場
合
は
、

労
災
保
険
か
ら
給
付
を
受
け
る
こ
と

に
な
る
の
で
す
か
。

　

仕
事
中
ま
た
は
通
勤
途
中
の

傷
病
が
原
因
で
障
害
者
と
な
っ
た
場

合
は
、
労
災
保
険
か
ら
給
付
が
受
け

ら
れ
ま
す
。

　

ま
た
、
そ
の
障
害
の
状
態
が
公
的

年
金
に
定
め
ら
れ
て
い
る
障
害
等
級

に
該
当
す
れ
ば
公
的
年
金
か
ら
も
支

給
さ
れ
て
、
給
付
内
容
は
格
段
に
ア

ッ
プ
し
ま
す
。

　

た
と
え
ば
、
無
職
の
妻
と
中
学
生

の
子
供
が
二
人
い
る
労
働
者
が
、
仕

事
以
外
の
ケ
ガ
が
原
因
で
障
害
等
級

一
級
に
認
定
さ
れ
た
場
合
は
、
前
記

の
と
お
り
障
害
厚
生
年
金
、
加
給
年

金
額
、
障
害
基
礎
年
金
、
子
の
加
算

額
が
支
給
さ
れ
ま
す
が
、
こ
れ
が
労

災
事
故
に
な
り
ま
す
と
、
さ
ら
に
障

害
補
償
年
金
、
障
害
特
別
支
給
金
、

障
害
特
別
年
金
が
加
算
さ
れ
ま
す
。

た
だ
し
、
こ
の
場
合
、
障
害
補
償
年

金
は
、
障
害
厚
生
年
金
等
が
支
給
さ

れ
る
と
二
七
％
減
額
さ
れ
ま
す
。

①　

障
害
補
償
給
付

　
　

障
害
補
償
給
付
は
、
障
害
等
級

に
応
じ
て
障
害
補
償
年
金
ま
た
は

障
害
補
償
一
時
金
に
区
分
さ
れ
て

い
ま
す
。
一
級
障
害
の
場
合
は
給

付
基
礎
日
額
の
三
一
三
日
分
の

二
七
％
と
な
り
ま
す
。

②　

障
害
特
別
支
給
金

　
　

障
害
特
別
支
給
金
は
、
障
害
補

償
給
付
（
障
害
補
償
年
金
及
び
障

害
補
償
一
時
金
）
の
受
給
権
者
に

対
し
て
支
給
さ
れ
る
も
の
で
、
一

時
金
で
三
四
二
万
円
（
定
額
）
で

す
。

③　

障
害
特
別
年
金

　
　

障
害
特
別
年
金
は
、
賞
与
等
特

別
給
与
を
算
定
の
基
礎
と
す
る
特

別
支
給
金
の
こ
と
で
、
賞
与
等
が

支
給
さ
れ
て
い
れ
ば
、
算
定
基
礎

日
額
の
三
一
三
日
分
の
額
が
支
給

さ
れ
ま
す
。
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12月号─4

　社員が退職等（自己都合であるか会社都
合であるか等離職理由は問われない）した
ときには、住所地の市区町村の担当窓口に
申請することにより、国民年金の保険料が
免除される特例制度があります。
　本制度は、退職等により所得がなくなり、
保険料の支払いが困難になった者につい
て、退職者の前年の所得をゼロとみなして
算定し、保険料免除を受けやすくするもの
で、退職した年度と次年度の２年度に限り
適用されます。
　国民年金保険料は、本人、配偶者さらに
は世帯主にも納付義務があることから、申
請免除では本人、配偶者、世帯主の所得が
基準の範囲内にあることが要件となります
が、失業等による保険料の特例免除につい
ては、本人の所得を除外して免除基準に基
づき算定されます。
　したがって、単身者が失業等した場合は、

世帯所得がゼロとみなされますので、保険
料全額・一部免除の対象となりますが（ど
の免除制度を利用するかは本人が選択でき
ます）、共働きの正規社員である配偶者（ま
たは世帯主）がいる場合は、配偶者につい
ては通常どおりの方法で所得審査が行われ
ますので、配偶者の所得が所得基準を上回
る場合には免除が認められない場合があり
ます。
　手続きは、雇用保険受給資格者証、雇用
保険被保険者離職票等を持参して担当窓口
で行います。添付書類は、市区町村により
異なることがありますので、詳しくは、住
所地の担当窓口にお問い合わせください。
　免除申請が認められると、その免除期間
は保険料を納付したものとみなされ、次の
割合で計算された額が将来の老齢基礎年金
額に反映されます。
①　全額免除期間� ８分の４
②　４分の３免除期間� ８分の５
③　半額免除期間� ８分の６
④　４分の１免除期間� ８分の７

　老齢厚生年金や障害厚生年金に加算され
ている加給年金額の対象になっている妻
（夫）が65歳になると、その時点で加給年
金額は打ち切りとなり、夫（妻）に支給さ
れている年金額はその分少なくなります。
　その代わり妻（夫）の老齢基礎年金に、
加給年金額から振り替わった「振替加算」
（昭和41年４月１日以前生まれの者に支
給されるため、若年者ほど低額になる）が
上乗せされて、死亡するまで支給されます
が、加給年金額よりかなり低くなります。
ちなみに、振替加算は妻（夫）本人の年金
ですので、離婚してもなくなることはあり
ません。
　なお、老齢厚生年金に加算される加給年
金額は、厚生年金保険の加入期間が原則と
して20年以上あり、配偶者の年齢が65歳
未満、年収が850万円未満であれば、原
則として定額部分が支給されたときから加
算されます。

　
年
次
有
給
休
暇
（
以
下
「
年
休
」

と
い
う
）
は
日
単
位
で
の
取
得
が
原

則
で
す
が
、
半
日
単
位
（
使
用
者
が

同
意
し
た
場
合
に
は
、
労
使
協
定
が

締
結
さ
れ
て
い
な
い
場
合
で
も
可
）

で
与
え
る
こ
と
も
可
能
で
す
。

　
さ
ら
に
、
就
業
規
則
等
に
労
働
者

の
範
囲
、
年
休
の
日
数
（
五
日
が
限

度
）
を
定
め
、
労
使
協
定
を
締
結
す

れ
ば
時
間
単
位
で
も
付
与
す
る
こ
と

が
で
き
ま
す
。

　
労
使
協
定
の
締
結
前
に
、
労
働
者

の
請
求
に
応
じ
て
時
間
単
位
の
年
休

を
付
与
し
た
場
合
は
、
法
的
な
年
休

と
認
め
ら
れ
ま
せ
ん
の
で
、
年
休
を

取
得
し
た
こ
と
に
は
な
り
ま
せ
ん
。

　
な
お
、
当
年
度
に
取
得
し
な
か
っ

た
年
休
の
残
日
数
及
び
時
間
数
は
翌

年
度
に
繰
り
越
す
こ
と
が
で
き
ま
す

が
、時
間
単
位
の
年
休
に
つ
い
て
は
、

全
く
利
用
し
な
か
っ
た
場
合
で
も
、

前
年
度
か
ら
の
繰
越
分
も
含
め
て
五

日
が
限
度
で
す
。

国民年金の保険料特例免除制度

振替加算
時
間
単
位
の
年
休
付
与


